
 

 
第第66節節  農農村村をを⽀⽀ええるる新新たたなな動動ききやや活活⼒⼒のの創創出出  

 
 
「⽥園回帰」による⼈の流れが全国的に広がりつつある中で、本節では、地域づくりに

向けた⼈材育成や、棚⽥地域の振興、多⾯的機能1に関する理解の促進等の様々な取組につ
いて紹介します。 

 
((11))  地地域域をを⽀⽀ええるる⼈⼈材材づづくくりり  
アア  地地域域づづくくりりにに向向けけたた⼈⼈材材育育成成等等のの取取組組  
((地地域域にに寄寄りり添添っっててササポポーートトすするる⼈⼈材材「「農農村村ププロロデデュューーササーー」」をを養養成成))  

近年、地⽅公共団体職員、特に農林⽔産
部⾨の職員が減少しており、平成17(2005)
年を100としたときに⽐べて令和2(2020)
年では20ポイント以上低下しています(図図
表表33--66--11)。このような中、各般の地域振興
施策を使いこなし、新しい動きを⽣み出す
ことができる地域とそうでない地域との差
が広がり、いわゆる「むら・むら格差」に
つながることが懸念されます。 

こうしたことから、地域への愛着と共感
を持ち、地域住⺠の思いをくみ取りながら、
地域の将来像やそこで暮らす⼈々の希望の
実現に向けてサポートする⼈材(農村プロ
デューサー)を育成するため、農林⽔産省は、
令和3(2021)年度から「農村プロデューサ
ー養成講座」の取組を開始しました。地⽅
公共団体職員や地域おこし協⼒隊員等が受
講しています。 

 

 
 

 
1 ⽤語の解説4を参照 

農農村村ププロロデデュューーササーーのの講講義義⾵⾵景景 

図表3-6-1 地⽅公共団体の農林⽔産部⾨の職員
の推移(平成17(2005)年=100とする
指数) 

資料：総務省「地⽅公共団体定員管理調査結果」を基に農林⽔産省作成
注：各年4⽉1⽇時点の数値 
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域づくりに関わる場合等、多様な関わり⽅があります(図図表表33--66--22)。 
農林⽔産省は、これらの様々な形で農村への関わりを深め、農村の新たな担い⼿へと発

展していくような取組に対して、発展段階に応じて⽀援を⾏っています。具体的には、都
市部での農業体験や交流、農⼭漁村でのくらしを体験する取組等に対する⽀援を⾏ってい
ます。 

 

 
 

 

 
NPO法⼈＊SOSA

そ ー さ
 Project

ぷろじぇくと
は、平成23(2011)年から千葉県匝瑳市

そ う さ し
で

都市部に住む⼈に向けた農業体験や希望者に対する移住のあっせん
等を⾏う活動をしています。 

参加者やその家族が⾷べるお⽶を⽥植から収穫、持ち帰りまで⼀
貫して⾏う取組や、⾥⼭維持のための草刈り、⼩屋づくりや古⺠家
のリノベーション、⽥舎暮らしのノウハウを伝授する取組等を継続
して⾏っています。 

こうした⽶・⼤⾖づくりなどに加えて、DIYや伝統的⼟⽊、電気⾃
給などのワークショップに参加するために、令和3(2021)年度は都市
部から同市に100組、約300⼈が通っています。移住希望者には、空
き家のあっせんも⾏い、同市を含め近隣市町村への移住者はこれま
でに50組以上となっています。また、この取組への地域住⺠の参加
者も増え、都市住⺠・移住者と地元住⺠の交流等が盛んになってい
ます。 

同法⼈理事の髙坂
こうさか

勝
まさる

さんは、「取組の規模を⼤きくし過ぎると運
営側の負担が過⼤となり無理が⽣じるので、現状の取組規模を維持
しつつ、⽥舎暮らしに必要なスキルや知恵、経験を得てもらい、関
係⼈⼝にとどまらず、地⽅移住への流れを⼤きくしたい。」と話して
います。 

 
＊⽤語の解説3(2)を参照 

農農作作業業ををししてていいるる⾵⾵景景  
資料：NPO 法⼈ SOSA Project 

((事事例例))  農農業業体体験験かからら移移住住へへつつななががるる活活動動((千千葉葉県県))  

図表 3-6-2 農村への関与・関⼼の深化のイメージ図 

資料：農林⽔産省作成 

 

((農農⼭⼭漁漁村村地地域域づづくくりりホホッットトラライインンのの活活⽤⽤))  
農林⽔産省は、令和2(2020)年12⽉から、農⼭漁村の現場で地域づくりに取り組む団体

や市町村等を対象に相談を受け付け、取組を後押しするための窓⼝「農⼭漁村地域づくり
ホットライン」を開設しています。開設以来、市町村を始め、地域協議会、社会福祉法⼈
等からの相談が寄せられています。 

これらのうち、活⽤可能な事業や事業制度に
関する相談が全体の約7割を占めており、次い
で交付⾦事業の公募や予算に関する相談が多く
なっています。このほか、農⼭漁村で活⽤可能
な様々な府省の施策を紹介する「地域づくり⽀
援施策集」についても情報を随時更新し、窓⼝
のWebサイト内で紹介しています。 

 

 
 

イイ  関関係係⼈⼈⼝⼝のの創創出出・・拡拡⼤⼤やや関関係係のの深深化化をを通通じじたた地地域域のの⽀⽀ええととななるる⼈⼈材材のの裾裾野野のの
拡拡⼤⼤  

((農農的的関関係係⼈⼈⼝⼝のの創創出出・・拡拡⼤⼤等等をを推推進進))  
都市住⺠も含め、農村の⽀えとなる⼈材の裾野を拡⼤していくためには、都市農業、農

泊等を通じ、多様な⼈材が農業・農村に関わることで、農村の関係⼈⼝である「農的関係
⼈⼝」の創出・拡⼤や関係深化を図ることが効果的です。農的関係⼈⼝については、都市
部に居住しながらの農産物の購⼊や、農⼭漁村での様々な活動への参画等により農村を⽀
える場合、都市部の住⺠が短期間の農作業を⼿助けするなど農業に携わる場合、農村の地

 
⾼知県梼原町

ゆすはらちょう
は、町の⾯積の91％を森林が占める⼭深い町です。住⺠の多くが「梼原で⼀⽣過ご

したい。」と思う⼀⽅、「飲み⽔や⽣活⽤⽔の質や量が不⼗分」、「交通の⼿段が不⼗分」、「野⽣動物
による農業被害」、「雇⽤の不⾜」等の課題が浮き彫りとなっていました。 

これらの課題を解決するために⾏政と住⺠が協働して平成22(2010)年に梼原町の振興計画を策
定し、住⺠⾃⾝が解決していく仕組みである「集落活動センター」を、平成25(2013)年から順次、
町内全域に6か所設置しました。 

「できることから始めよう」を合い⾔葉に、課題に取り組んでおり、お⾦も物も地域内で循環す
る仕組みの構築による雇⽤創出や⽣産者の所得増につながり、更に住⺠の意識と⾏動が変わり始め
ています。 

集落活動センターの仕組みは公共的な役割も担っており、その経営は、収益を得る活動だけでは
なく、その地域で⽣きる住⺠や地域の役に⽴ち、地域社会を⽀えることを⽬指して、引き続き取り
組んでいくこととしています。 

集集落落活活動動セセンンタターー四四万万川川  
資料：⾼知県梼原町 

((事事例例))  ⾏⾏政政とと住住⺠⺠がが協協働働ししたた地地域域のの課課題題解解決決へへのの取取組組((⾼⾼知知県県))  

ガガソソリリンンススタタンンドド

太太陽陽光光パパネネルル

事事務務所所・・店店舗舗棟棟

農農⼭⼭漁漁村村地地域域づづくくりりホホッットトラライインンににつついいてて  
URL: https://www.maff.go.jp/j/nousin/hotline/ 
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どのような仕事がしたいか」と尋ねたところ、「現在と同じ仕事」と回答した者が33.3％と
最も多いものの、「複数の仕事の組み合わせ」が2割程度となっており、⽣業

なりわい
についての考

え⽅が多様化していることがうかがわれます(図図表表33--66--33)。また、「移住しようとする農⼭
漁村地域の⽣活にどのようなことを期待するか」について尋ねたところ、「⾃然を感じられ
ること」(76.8％)に続き、「農林漁業に関わること」が32.6%と多くなっています(図図表表33--66--44)。 

⼀⽅、現在の住まいの地域が農⼭漁村地域と回答した者に「都市住⺠が農⼭漁村地域に
移住する際の問題点は何か」と尋ねたところ、「都市住⺠が移住するための仕事がない」と
回答した者が56.6％と最も多くなっており、就業の場の確保が重要な課題となっているこ
とがうかがわれます(図図表表33--66--55)。 

 

図表 3-6-5 都市住⺠が農⼭漁村地域に移住する際の問題点 

資料：内閣府「農⼭漁村に関する世論調査」(令和3(2021)年10⽉公表)を基に農林⽔産省作成 
注：1) 令和3(2021)年6〜8⽉に、全国18歳以上の⽇本国籍を有する者3千⼈を対象として実施した郵送とインターネットによるアンケー

ト調査(有効回収数は1,655⼈) 
2) 居住地域の認識について「どちらかというと農⼭漁村地域」、「農⼭漁村地域」と回答した者に対する、「都市住⺠が農⼭漁村地域

に移住する際の問題点は何か」の質問への回答結果(回答総数は611⼈、複数回答) 
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都市住⺠が移住するための仕事がない

％

図表 3-6-4 移住する農⼭漁村地域の⽣活への期待 

資料：内閣府「農⼭漁村に関する世論調査」(令和3(2021)年10⽉公表)を基に農林⽔産省作成 
注：1) 令和3(2021)年6〜8⽉に、全国18歳以上の⽇本国籍を有する者3千⼈を対象として実施した郵送とインターネットによるアンケー

ト調査(有効回収数は1,655⼈) 
2) 農⼭漁村地域に移住してみたいという願望が「ある」、「どちらかというとある」と回答した者に対する、「移住しようとする農⼭

漁村地域の⽣活にどのようなことを期待するか」の質問への回答結果(回答総数は276⼈、複数回答) 

9.4
3.6

18.8
21.0

26.8
28.3

32.6
76.8
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無回答
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都市地域とは異なる環境での⼦育て
お祭りなどの⾏事への参加

新しい仕事を始めること
⾝近な⽣活課題などに対する互助(近所づきあい)

農林漁業に関わること
⾃然を感じられること

％

 

((⼦⼦供供のの農農⼭⼭漁漁村村体体験験のの推推進進))  
農林⽔産省を含む関係府省は、平成20(2008)

年度から、⼦供が農⼭漁村に宿泊し、農林漁業
の体験や⾃然体験活動等を⾏うことで、⼦供た
ちの学ぶ意欲や⾃⽴⼼、思いやりの⼼等を育む
「⼦ども農⼭漁村交流プロジェクト」を推進し
ています。この取組の中で、農林⽔産省は、都市と農⼭漁村の交流を促進するための取組
や交流促進施設等の整備に対する⽀援等、受⼊側である農⼭漁村への⽀援を⾏っています。 

 
ウウ  多多様様なな⼈⼈材材のの活活躍躍にによよるる地地域域課課題題のの解解決決  
((企企業業⼈⼈材材やや地地域域おおここしし協協⼒⼒隊隊がが活活躍躍))  

農⼭漁村地域でビジネス体制の構築やプロモーション等を⾏う専⾨的な⼈材を補うため、
総務省は地域活性化に向けた幅広い活動に従事する企業⼈材を派遣する「地域活性化起業
⼈」を実施しています。この取組は、企業から⼈材の派遣を受ける地⽅公共団体だけでな
く、⼈材を派遣する企業側にも⼈材育成や社会貢献等のメリットがあるものです。農林⽔
産省としては、農⼭漁村地域における⼈材ニーズの把握や活⽤の働き掛け、マッチング等
を⾏っています。 

さらに、「地域おこし協⼒隊」として都市地域から過疎地域等に⽣活の拠点を移した者が、
全国の様々な場所で地域のブランドや地場産品の開発・販売・PR等の地域おこしの⽀援や、
農林⽔産業への従事、住⺠の⽣活⽀援等の「地域協⼒活動」を⾏いながら、その地域への
定住・定着を図る取組を⾏っています。 
 
((半半農農半半ＸＸをを始始めめととししたた農農業業へへのの関関わわりり⽅⽅

のの多多様様化化がが進進展展))  
新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤の

影響もあり、テレワーク等場所を問わない
働き⽅が急速に進んだことで、地⽅への移
住や⼆地域居住のような動きが注⽬されて
います。 

半農半Xの「X」に当たる部分は多種多様
で、半分農業をしながら、半会社員、半農
泊運営、半レストラン経営等様々です。こ
の場合、Uターンのような形で、本⼈⼜は
配偶者の実家等で農地やノウハウを継承し
て半農に取り組む事例も⾒られます。また、
季節ごとに繁忙期を迎える農業、⾷品加⼯
業等、様々な仕事を組み合わせて通年勤務
するような事例も⾒られるようになってき
ています。 

令和3(2021)年6〜8⽉に内閣府が⾏った
世論調査で、農⼭漁村に移住願望があると
回答した者に「農⼭漁村地域に移住したら

⼦⼦どどもも農農⼭⼭漁漁村村交交流流ププロロジジェェククトトににつついいてて  
URL: https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/kodomo/ 

図表 3-6-3 農⼭漁村地域に移住する場合の仕
事 

資料：内閣府「農⼭漁村に関する世論調査」(令和3(2021)年10⽉公表)
を基に農林⽔産省作成 

注：1) 令和3(2021)年6〜8⽉に、全国18歳以上の⽇本国籍を有する
者3千⼈を対象として実施した郵送とインターネットによる
アンケート調査(有効回収数は1,655⼈) 

2) 農⼭漁村地域に移住してみたいという願望が「ある」、「どち
らかというとある」と回答した者に対する、「農⼭漁村地域
に移住したらどのような仕事がしたいか」の質問への回答結
果(回答総数は276⼈、複数回答) 
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⾃営の農林漁業、農林漁業を営む企業や組合に就
職、⾃営の⾮農林漁業、地⽅⾃治体や⾮農林漁業

の企業に就職など、複数の仕事の組み合わせ

農林漁業の⾃営

農林漁業を営む企業や組合に就職

現在と同じ仕事

％
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どのような仕事がしたいか」と尋ねたところ、「現在と同じ仕事」と回答した者が33.3％と
最も多いものの、「複数の仕事の組み合わせ」が2割程度となっており、⽣業

なりわい
についての考

え⽅が多様化していることがうかがわれます(図図表表33--66--33)。また、「移住しようとする農⼭
漁村地域の⽣活にどのようなことを期待するか」について尋ねたところ、「⾃然を感じられ
ること」(76.8％)に続き、「農林漁業に関わること」が32.6%と多くなっています(図図表表33--66--44)。 

⼀⽅、現在の住まいの地域が農⼭漁村地域と回答した者に「都市住⺠が農⼭漁村地域に
移住する際の問題点は何か」と尋ねたところ、「都市住⺠が移住するための仕事がない」と
回答した者が56.6％と最も多くなっており、就業の場の確保が重要な課題となっているこ
とがうかがわれます(図図表表33--66--55)。 

 

図表 3-6-5 都市住⺠が農⼭漁村地域に移住する際の問題点 

資料：内閣府「農⼭漁村に関する世論調査」(令和3(2021)年10⽉公表)を基に農林⽔産省作成 
注：1) 令和3(2021)年6〜8⽉に、全国18歳以上の⽇本国籍を有する者3千⼈を対象として実施した郵送とインターネットによるアンケー

ト調査(有効回収数は1,655⼈) 
2) 居住地域の認識について「どちらかというと農⼭漁村地域」、「農⼭漁村地域」と回答した者に対する、「都市住⺠が農⼭漁村地域

に移住する際の問題点は何か」の質問への回答結果(回答総数は611⼈、複数回答) 
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地域住⺠が都市住⺠の受け⼊れに消極的

道路、⽔道や電気、インターネット環境などの
インフラ整備が不⼗分

⼦育て⽀援施設や教育施設が少ない

都市住⺠を受け⼊れるサポート体制が整備されていない

医療施設、介護施設や福祉施設が少ない

買い物、娯楽などの⽣活施設が少ない

都市地域への移動や地域内での移動などの交通⼿段が不便

都市住⺠が移住するための仕事がない

％
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資料：内閣府「農⼭漁村に関する世論調査」(令和3(2021)年10⽉公表)を基に農林⽔産省作成 
注：1) 令和3(2021)年6〜8⽉に、全国18歳以上の⽇本国籍を有する者3千⼈を対象として実施した郵送とインターネットによるアンケー

ト調査(有効回収数は1,655⼈) 
2) 農⼭漁村地域に移住してみたいという願望が「ある」、「どちらかというとある」と回答した者に対する、「移住しようとする農⼭

漁村地域の⽣活にどのようなことを期待するか」の質問への回答結果(回答総数は276⼈、複数回答) 

9.4
3.6

18.8
21.0

26.8
28.3

32.6
76.8

0 20 40 60 80

無回答
その他

都市地域とは異なる環境での⼦育て
お祭りなどの⾏事への参加

新しい仕事を始めること
⾝近な⽣活課題などに対する互助(近所づきあい)

農林漁業に関わること
⾃然を感じられること

％

 

((⼦⼦供供のの農農⼭⼭漁漁村村体体験験のの推推進進))  
農林⽔産省を含む関係府省は、平成20(2008)

年度から、⼦供が農⼭漁村に宿泊し、農林漁業
の体験や⾃然体験活動等を⾏うことで、⼦供た
ちの学ぶ意欲や⾃⽴⼼、思いやりの⼼等を育む
「⼦ども農⼭漁村交流プロジェクト」を推進し
ています。この取組の中で、農林⽔産省は、都市と農⼭漁村の交流を促進するための取組
や交流促進施設等の整備に対する⽀援等、受⼊側である農⼭漁村への⽀援を⾏っています。 

 
ウウ  多多様様なな⼈⼈材材のの活活躍躍にによよるる地地域域課課題題のの解解決決  
((企企業業⼈⼈材材やや地地域域おおここしし協協⼒⼒隊隊がが活活躍躍))  

農⼭漁村地域でビジネス体制の構築やプロモーション等を⾏う専⾨的な⼈材を補うため、
総務省は地域活性化に向けた幅広い活動に従事する企業⼈材を派遣する「地域活性化起業
⼈」を実施しています。この取組は、企業から⼈材の派遣を受ける地⽅公共団体だけでな
く、⼈材を派遣する企業側にも⼈材育成や社会貢献等のメリットがあるものです。農林⽔
産省としては、農⼭漁村地域における⼈材ニーズの把握や活⽤の働き掛け、マッチング等
を⾏っています。 

さらに、「地域おこし協⼒隊」として都市地域から過疎地域等に⽣活の拠点を移した者が、
全国の様々な場所で地域のブランドや地場産品の開発・販売・PR等の地域おこしの⽀援や、
農林⽔産業への従事、住⺠の⽣活⽀援等の「地域協⼒活動」を⾏いながら、その地域への
定住・定着を図る取組を⾏っています。 
 
((半半農農半半ＸＸをを始始めめととししたた農農業業へへのの関関わわりり⽅⽅

のの多多様様化化がが進進展展))  
新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤の

影響もあり、テレワーク等場所を問わない
働き⽅が急速に進んだことで、地⽅への移
住や⼆地域居住のような動きが注⽬されて
います。 

半農半Xの「X」に当たる部分は多種多様
で、半分農業をしながら、半会社員、半農
泊運営、半レストラン経営等様々です。こ
の場合、Uターンのような形で、本⼈⼜は
配偶者の実家等で農地やノウハウを継承し
て半農に取り組む事例も⾒られます。また、
季節ごとに繁忙期を迎える農業、⾷品加⼯
業等、様々な仕事を組み合わせて通年勤務
するような事例も⾒られるようになってき
ています。 

令和3(2021)年6〜8⽉に内閣府が⾏った
世論調査で、農⼭漁村に移住願望があると
回答した者に「農⼭漁村地域に移住したら

⼦⼦どどもも農農⼭⼭漁漁村村交交流流ププロロジジェェククトトににつついいてて  
URL: https://www.maff.go.jp/j/nousin/kouryu/kodomo/ 

図表 3-6-3 農⼭漁村地域に移住する場合の仕
事 

資料：内閣府「農⼭漁村に関する世論調査」(令和3(2021)年10⽉公表)
を基に農林⽔産省作成 

注：1) 令和3(2021)年6〜8⽉に、全国18歳以上の⽇本国籍を有する
者3千⼈を対象として実施した郵送とインターネットによる
アンケート調査(有効回収数は1,655⼈) 

2) 農⼭漁村地域に移住してみたいという願望が「ある」、「どち
らかというとある」と回答した者に対する、「農⼭漁村地域
に移住したらどのような仕事がしたいか」の質問への回答結
果(回答総数は276⼈、複数回答) 
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の企業に就職など、複数の仕事の組み合わせ

農林漁業の⾃営
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現在と同じ仕事
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((22))  農農村村のの魅魅⼒⼒のの発発信信  
((棚棚⽥⽥地地域域のの振振興興をを推推進進))  

棚⽥を保全し、棚⽥地域の有する多⾯的機能の維持増進を図ることを⽬的とした棚⽥地
域振興法が令和元(2019)年に施⾏され、市町村や都道府県、農業者、地域住⺠等の多様な
主体が参画する指定棚⽥地域振興協議会による棚⽥を核とした地域振興の取組を、関係府
省横断で総合的に⽀援する枠組みが構築されています。農林⽔産⼤⾂等の主務⼤⾂1は、令
和3(2021)年度までに、同法に基づき累計698地域を指定棚⽥地域に指定しました。また、
指定棚⽥地域において指定棚⽥地域振興協議会が策定した認定棚⽥地域振興活動計画を累
計166計画認定しました。 

また、棚⽥の保全と地域振興を図る観点から、同年度には、「つなぐ棚⽥遺産〜ふるさと
の誇りを未来へ〜」として、優良な棚⽥271か所を農林⽔産⼤⾂が認定しました。 

このほか、農林⽔産省は、都道府県に対して、棚⽥カードを作成し、都市住⺠に棚⽥の
魅⼒を発信することを呼び掛けています。同年度末時点で累計108の棚⽥地域が参加する
取組となっており、棚⽥地域を盛り上げ、棚⽥保全の取組の⼀助となることが期待されま
す。 
 
((33))  多多⾯⾯的的機機能能にに関関すするる国国⺠⺠のの理理解解のの促促進進等等  
((新新たたにに22施施設設がが世世界界かかんんががいい施施設設遺遺産産にに登登録録))  

世界かんがい施設遺産は、歴史的・社会的・技術的価値を有し、かんがい農業の画期的
な発展や⾷料増産に貢献してきたかんがい施設をICID(国際かんがい排⽔委員会)が認
定・登録する制度で、令和3(2021)年には我が国で新たに寺ケ池

て ら が い け
・寺ケ池

て ら が い け
⽔路
す い ろ

と宇佐
う さ

のか
んがい⽤⽔群

ようすいぐん
の2施設が登録され、これまでの国内登録施設数は計44施設となりました。 

 
((世世界界農農業業遺遺産産国国際際会会議議22002211をを開開催催))  

FAO(国際連合⾷糧農業機関)が認定する⽇本国内の世界農業遺産は、令和3(2021)年度
末時点で、11地域となっています。令和3(2021)年は国内で初めて世界農業遺産が認定さ
れてから10周年となることから、同年11⽉に⽯川県において世界農業遺産国際会議2021
を開催し、各認定地域の取組や情報を共有するとともに世界農業遺産の更なる活⽤・保全
について議論を⾏いました。 

このほか、農林⽔産⼤⾂が認定する⽇本農業遺産は令和3(2021)年度末時点で、22地域
となっています。 

 
 
 

 
1 主務⼤⾂は、農林⽔産⼤⾂のほか、総務⼤⾂、⽂部科学⼤⾂、国⼟交通⼤⾂及び環境⼤⾂ 

宇宇佐佐ののかかんんががいい⽤⽤⽔⽔群群((⼤⼤分分県県宇宇佐佐市市))  
 

寺寺ケケ池池・・寺寺ケケ池池⽔⽔路路((⼤⼤阪阪府府河河内内⻑⻑野野市市))  

 

 
 

 
 

 
静岡県伊⾖

い ず
の国

くに
市

し
の⼟屋

つ ち や
建設
けんせつ

株式会社は、農村の⾼齢化・⼈⼝
減少等による基盤整備需要の減少を受け、⾃ら農村の活性化と地
域産業の振興を⾏うため、平成23(2011)年から農業に参⼊してい
ます。 

営農開始当初に借り⼊れた農地のうち、70aは耕作放棄地でした
が、⾃社の重機やそのオペレーター等、建設業の技術を活⽤して
農地を耕し、栽培技術については、農協や地元農家等からの⽀援
を得て、耕作を開始しました。 

令和3(2021)年時点での経営⾯積は2.5ha、農業従事者7⼈、うち
臨時雇⽤者4⼈となっています。地域の特産であるだいこんやすい
かの栽培を始め、60種程度の露地野菜等、多種多様な品種を栽培
し、⾃社ブランド「ろっぽう野菜」として販売をしています。 

同社は、今後も近隣の農家の販売を請け負う体制を構築するこ
とにより、地域の活性化に取り組んでいきたいとしています。 

農農作作業業のの様様⼦⼦  
資料：⼟屋建設株式会社 

((事事例例))  半半農農半半 XX をを実実践践すするる企企業業((静静岡岡県県))  

 
五島市
ご と う し

地域
ち い き

づくり事業協同組合は、⼈⼝急減地域特定地域づくり推
進法＊に基づき、令和3(2021)年に⻑崎県五島

ご と う
市

し
で設⽴しました。組合

で職員を雇⽤し、組合員である農業者等の事業者に派遣することによ
り、地域の担い⼿の確保に取り組んでいます。 

同組合では、同年4⽉から2⼈の職員を採⽤し、季節によって繁忙期
が異なる職場に職員を派遣しており、派遣された職員は通年で安定し
た収⼊を得られています。組合員の要望に応え、同年12⽉時点で8⼈の
職員を雇⽤し、農業や⾷品加⼯業等の事業者に派遣しています。 

職員の⼀⼈である、尾⽥
お だ

遼⽃
りょうと

さんは同年5⽉から農業⽣産法⼈「株式
会社アグリ・コーポレーション」で畑作業をし、7⽉からは⽔産加⼯、
冬からはだいこん等の収穫作業や切り⼲し加⼯をするなどの⾷品加⼯
の仕事に就いています。尾⽥さんは、「様々な職場で働くことは、いろ
いろな⼈たちと触れ合えるし、良い経験になり、⾃分⾃⾝が成⻑する
のを感じている。農作物を作る楽しみもあって今後も続けていきた
い。」と話しています。 

組合事務局⻑の野⼝
の ぐ ち

敏明
としあき

さんは、「当初予定より、職員のなり⼿が多
く、有り難い状況となっている。引き続き、島内の若者の流出を⾷い
⽌め、UIターン者の増加にもつなげたい。」と話しています。 

 
＊正式名称は「地域⼈⼝の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律」

作作業業指指導導をを受受けけななががらら農農作作業業
にに従従事事ししてていいるる様様⼦⼦  
資料：五島市地域づくり事業協同組合

((事事例例))  ⼈⼈⼿⼿不不⾜⾜のの解解消消とと良良質質なな雇雇⽤⽤環環境境をを確確保保((⻑⻑崎崎県県))  
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((22))  農農村村のの魅魅⼒⼒のの発発信信  
((棚棚⽥⽥地地域域のの振振興興をを推推進進))  

棚⽥を保全し、棚⽥地域の有する多⾯的機能の維持増進を図ることを⽬的とした棚⽥地
域振興法が令和元(2019)年に施⾏され、市町村や都道府県、農業者、地域住⺠等の多様な
主体が参画する指定棚⽥地域振興協議会による棚⽥を核とした地域振興の取組を、関係府
省横断で総合的に⽀援する枠組みが構築されています。農林⽔産⼤⾂等の主務⼤⾂1は、令
和3(2021)年度までに、同法に基づき累計698地域を指定棚⽥地域に指定しました。また、
指定棚⽥地域において指定棚⽥地域振興協議会が策定した認定棚⽥地域振興活動計画を累
計166計画認定しました。 

また、棚⽥の保全と地域振興を図る観点から、同年度には、「つなぐ棚⽥遺産〜ふるさと
の誇りを未来へ〜」として、優良な棚⽥271か所を農林⽔産⼤⾂が認定しました。 

このほか、農林⽔産省は、都道府県に対して、棚⽥カードを作成し、都市住⺠に棚⽥の
魅⼒を発信することを呼び掛けています。同年度末時点で累計108の棚⽥地域が参加する
取組となっており、棚⽥地域を盛り上げ、棚⽥保全の取組の⼀助となることが期待されま
す。 
 
((33))  多多⾯⾯的的機機能能にに関関すするる国国⺠⺠のの理理解解のの促促進進等等  
((新新たたにに22施施設設がが世世界界かかんんががいい施施設設遺遺産産にに登登録録))  

世界かんがい施設遺産は、歴史的・社会的・技術的価値を有し、かんがい農業の画期的
な発展や⾷料増産に貢献してきたかんがい施設をICID(国際かんがい排⽔委員会)が認
定・登録する制度で、令和3(2021)年には我が国で新たに寺ケ池

て ら が い け
・寺ケ池

て ら が い け
⽔路
す い ろ

と宇佐
う さ

のか
んがい⽤⽔群

ようすいぐん
の2施設が登録され、これまでの国内登録施設数は計44施設となりました。 

 
((世世界界農農業業遺遺産産国国際際会会議議22002211をを開開催催))  

FAO(国際連合⾷糧農業機関)が認定する⽇本国内の世界農業遺産は、令和3(2021)年度
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((「「デディィススカカババーー農農⼭⼭漁漁村村のの宝宝」」にに3344地地区区とと44⼈⼈をを選選定定))  
農林⽔産省と内閣官房は、平成26(2014)年

度から、農⼭漁村の有するポテンシャルを引
き出すことで地域の活性化や所得向上に取り
組んでいる優良な事例を「ディスカバー
農⼭漁村

む ら
の宝」として選定し、農村への国⺠

の理解の促進や優良事例の横展開等に取り組
んでいます。令和2(2020)年度までに211件選定しており、第8回⽬となる令和3(2021)年度
は全国の34地区と4⼈を選定しました。選定を機に更なる地域の活性化や所得向上が期待
されます。 

 

 
 

((ココララムム))  パパンンフフレレッットトややジジュュニニアア農農林林⽔⽔産産⽩⽩書書でで多多⾯⾯的的機機能能等等のの理理解解をを促促進進  
 

((11))  パパンンフフレレッットト「「農農業業・・農農村村のの多多⾯⾯的的機機能能」」
農林⽔産省では、農業が有する国⼟保全・

⽔源涵養
かんよう

・景観保全等の多⾯的機能について
国⺠の理解を促進するため、これらの機能を
分かりやすく解説したパンフレット約2万8
千部を道の駅やイベント等を通じて、国⺠の
幅広い層に配布し、普及・啓発を⾏っていま
す。 

 
 

((22))  ジジュュニニアア農農林林⽔⽔産産⽩⽩書書  
農林⽔産省は、⼩学校⾼学年向けに、我が

国の農林⽔産業、農⼭漁村、それらが有する
多⾯的機能への理解を深めてもらうようジ
ュニア農林⽔産⽩書を作成しています。令和
3(2021)年9⽉に公表した2021年版ジュニア
農林⽔産⽩書については、農林⽔産省のSNS
で配信したことに加え、⽂部科学省の協⼒に
より同年10⽉に同省のメールマガジンと
SNSで、全国の⼦供の保護者、教育関係者等
に対し周知しています。 

ジュニア
農林⽔産⽩書

2021年版

ジジュュニニアア農農林林⽔⽔産産⽩⽩書書  
URL: https://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_junior/index.html 

農農業業・・農農村村のの多多⾯⾯的的機機能能  
URL:https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukan/nougyo_

kinou/index.html#06 

デディィススカカババーー農農⼭⼭漁漁村村のの宝宝ににつついいてて  
URL: https://www.discovermuranotakara.com/ 
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